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　測量・測位技術の発展が、進化するロボット

技術などと結びつきながら、地理空間情報の

活用分野をますます拡大しつつあるなかで、地

理空間情報活用社会をリードする国土地理院

の役割に注目が集まっている。本年６月に国土

地理院長に就任した村上広史氏に、院が直面

する課題と取り組みの方向性について伺った。

「G・K・K」で地理空間情報の
普及めざす

──国土地理院長に就任されて２カ月。どのよ

うな感想をお持ちですか。

村上院長　決断が求められる大事な仕事だと

改めて実感しています。判断が遅れれば地理空

間情報の利活用に深刻な影響を及ぼすことにも

なりかねない。責任は重大です。しかし、萎縮

しても仕方がありません。国土地理院の仕事へ

の理解を広めながら、前向きにやっていこうと

考えています。

　国土地理院は、明治２（1869）年に民部官の

戸籍地図掛が設置されて以来、150 年近くにわ

たって国土管理のための情報整備を担い続けて

きた歴史を持ちます。この使命を受け継ぎなが

ら、目先の変化にとらわれず、地に足をつけて

進んでいくことが大事だと思っています。

　もっとも、社会状況や人々のニーズの変化に

対応した取り組みの工夫は不断に問われます。

前任の越智繁雄さんが国土地理院の重要テー

マとして、「G・K・K」を提唱しました。G は技術、

K は広報、もう一つの K は教育を指しています。

日進月歩の測量技術をフォローしていくことは勿

論ですが、地理空間情報の可能性を広く人々に

伝え、その活用に向けたリテラシーを普及させ

ていくことも国土地理院にとっての重要な課題

だということです。この「G・K・K」の取り組みは、

継続しなければ結果が出てきません。越智前院

長の取り組みを引き継ぎながら、業界全体の発

展につながるように、頑張っていきたいと思って

います。
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情報活用社会の進路を
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“災害の国”に住む覚悟を呼び起こす

──こんにちの日本において、地理空間情報

を活用して取り組むべき第一の重要分野は、

やはり大規模災害への対応ですね。

村上院長　そうです。日本では東日本大震災

以降も毎年のように大きな自然災害が起こって

います。４月の熊本地震以降も、大型台風など

による被害が続いていますね。起こった災害へ

の対応、起こるべき災害の予測と備え、そして

災害リスクへの人々の理解向上のためにも、正

確な国土の情報を整備し、迅速に届けることが

ますます重要になっています。

　とりわけ、日本は火山や地震、台風などが集

中する特異な場所です。世界的には多くの人が

住みたいと思うような場所ではないかもしれな

い。そうした場所に住んでいる私たちは、相応

のリスクを受け止める覚悟を持つべきでしょう。

　ところが、そうした覚悟が必要であることが

浸透していない。確かに、日本のインフラは素

晴らしいけれど、それによる安心感が仇になっ

ているのかもしれません。地理空間情報によっ

て、日本とはどういう地理的特徴を有する国であ

り、それによってそこに住む私たちはどのような

ハンディを負っているのかを思い出してもらうこと

も、測量の役割なのではないかと思っています。

──“日本という土地に住む覚悟の欠如”とい

うのは、重要な指摘だと思います。しかし、そ

の背景には、災害リスクとの関連からだけでな

く、もっと広い意味で、日本に住む人々の国土

に対する関心が薄れているという状況があるよ

うに思います。

村上院長　日本に暮らす多くの人々が、あたか

も均質な場所に住んでいるかのように考えてい

るのではないでしょうか。しかし、日本の国土

は実際には非常に多様で変化に富んだ土地で

すね。その不均質さを無視することによって、

そこに刻印されている土地の個性というものを

忘れてしまっているのかもしれません。だからこ

そ、複雑な土地を測り、それをどう使っていく

かを考えるという仕事がますます重要な意義を

持ってきているのだと思います。

ロボットの位置情報基盤を支える

──まさに測量の真価が問われる時代、です

ね。そのなかで国土地理院が力を入れるのは、

まず何と言っても「G・K・K」の「G」、すなわ

ち測量技術の開発・普及でしょう。

　急速な測量技術の発展の現況については、

どのように見ておられますか？

村上院長　３次元データを現実に作り、活用す

る時代に入りましたね。とりわけ、レーザ計測

技術やドローン、MMS などのプラットフォーム

の普及を通じて、人間の代わりをするロボットの

活用が進みつつあります。i-Construction や自

動運転といった分野は、実用化段階を迎えてい

ます。こうした流れを、さらにスピード感を持っ

てサポートしていくことが測量技術者に求めら

れています。

──ロボットの実用化に向けては、どのような

サポートが必要になるでしょうか？

村上院長　例えば、ロボットを動かすためのダ

イナミックマップなどの研究が進むなかで、そ

の活用に必要な位置情報インフラの整備が課

題になってきています。とりわけ、測地系をどう

Interview
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するか。そこにどういう時間軸を入れていくか。

いろんな議論がありますが、今や衛星測位を避

けて通ることはできないでしょう。

　１年半前に、国連総会において、地球規模

の測地基準座標系（GGRF）を世界各国の連

携で確立・維持するという、非常に重要な意味

を持つ決議が採択されました。衛星測位による

位置情報を世界の共通基準にするということで

す。測量技術者は、これを踏まえて、地球全

体での位置情報基盤作りに取り組むことが求め

られています。2018 年に本格始動する予定の

準天頂衛星システムと世界の衛星測位システム

（GNSS）との連携を図りながら、産学官の協

力でグローバルな位置情報基盤の整備と普及に

努めたいと思っています。

地理的関心を広め、リテラシーを
高める

──同時に、「K（広報）・K（教育）」の新たな

取り組みも、すでに始まっていますね。

村上院長　はい。広報については、国土地理

院の「はかる、えがく、まもる」という役割につ

いてより広く国民に理解してもらうために、昨年

度後半から戦略的な取り組みを開始しています。

とりわけ、今年３月には「『国土を測る』意義と

役割を考える懇話会」を立ち上げ、有識者の方々

にさまざまな意見をいただきながら、広報活動

の強化に活かしているところです。

　例えば、広報のリーディング・プロジェクトと

して、学生を対象としたサマースクールや電子

基準点設置校への出前授業などを実施していま

す。もっとも、これらは将来の測量の担い手作

りにかかわる取り組みとして、広報だけでなく

教育の観点からも位置付けているものです。

　教育分野の取り組みについては、先にも述べ

たような国土への関心の希薄化や地理的知識

の欠落といった状況のなかで、高等学校におけ

る地理の必修化に向けた議論も進んでおり、国

土地理院としても地理教育の充実を支援する取

り組みを重点的に進めることにしています。具

体的には、院内に設置した「地理教育支援チー

ム」が６月にまとめた「地理教育の支援に向け

た課題の整理と具体的取組への提言」に基づ

いて、教育現場の支援、児童生徒と保護者へ

のアプローチ、防災教育支援の強化などを進め

ています。

──出版における“地図本”の増加、TVにお

ける地理系番組の人気などを見ても、地理に

対する一般的な関心は高まってきているように

思います。それを地理的認識として定着させて

いくような取り組みが求められているのではな

いでしょうか。

村上院長　その通りですね。NHKの番組「ブ

ラタモリ」が人気なのは、ある場所に刻まれた

歴史を掘り起こして、その場所に対する関心や

視点を豊かにしてくれるからではないでしょう
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か。自分たちが住んでいる場所についての興味

を高め、認識を深めていけるような取り組みを

進めていきたいと思います。

──位置情報ゲーム「ポケモンGO」のブーム

も参考になりますね。院長はプレイしたことは

ありますか？

村上院長　私もダウンロードして使ってみました

（笑）。「ポケモン GO」は位置をキーとした社会

の楽しみ方を提起している、素晴らしいゲーム

だと思っています。

測技協との連携をさらに深めたい

──当協会は、この間、貴院との官民協力を

積み重ねてきました。とりわけ、「災害時におけ

る緊急撮影に関する協定」に基づく取り組み

は、４月の熊本地震の際にもしっかりと成果を

挙げたと思います。こうした連携を今後もさら

に強化していきたいと考えています。

村上院長　私たちも同じ思いです。

　熊本地震では、協定に基づく緊急撮影によっ

て発災直後の被災地の空中写真を１万枚以上

も提供し、関係省庁や自治体による救援活動

を支えることができました。あの迅速な撮影が

なかったら、災害対応はどうなっていたかわか

りません。こうした素晴らしい官民連携は、他

の国でも例がないと思います。こうした連携を、

さらに深めていきたいと思っています。

──当協会が３年前から実施している地理情

報標準認定資格制度についても、請負測量業

務の競争入札のための認定資格として登録して

いただきました。引き続き、ご支援いただけれ

ば幸いです。

村上院長　地理情報標準資格制度は、国際標

準化機構（ISO）で策定されたグローバルスタン

ダードを日本で実現するものであり、世界で通

用する人材を育成するうえでも、非常に大きな

意義を持つものです。ぜひ広く普及してほしい

と思っています。

──最後に、当協会に望まれることがありまし

たら、お聞かせください。

村上院長　今後は海外への技術援助や新たな

マーケットの開拓を協力して進めていきたいと思っ

ています。そのためには、日本の優れた測量調

査技術に関する情報を海外に積極的に発信して

いくことも必要になります。そうした分野でも貴協

会がますます活躍されることを期待しています。

──ありがとうございました。
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